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公立図書館未設置市町村への図書館サービスの拡大について
～定住自立圏構想の取組の視点から～

森　川　世　紀＊

The expansion of library services to municipalities without public libraries.
～ From the viewpoint of the promotion of self-support settlement region framework～

Seiki MORIKAWA

抄録
本稿では，公立図書館未設置市町村に居住する地域住民に対して，図書館サービスをどのような

形で提供していくことが可能かという課題を主要論点として設定した上で，平成の合併後の新たな
広域行政手法である定住自立圏構想に着目し，同構想に係る具体的取組の現状を分析することによ
り，これら取組が当該課題に対する一つの解決手法として機能しうるかどうかを検証した。
既に策定された定住自立圏共生ビジョンに公立図書館関連施策がどのように位置づけられている

かを分析した結果，一部の事例において，市町村の行政界を越えて，圏域内の公立図書館未設置町
村に居住する地域住民に対し図書館サービスが提供されようとしている動きが明らかとなったもの
であり，本稿課題に対して一定の効果が期待できるものと考えられる。

Abstract
This report examines whether the promotion of self-support settlement region framework can func-

tion as a type of solutions toward the main issue, which is how library services can be provided to the
local habitants in municipalities without public libraries, by analyzing the current situation of self-sup-
port settlement region framework that became a method to manage certain domains of municipal tasks
beyond the border of one municipality after so-called“Great Merger of Heisei”.
The analyses of public libraries related policies on the concrete programs of self-support settlement

region framework show that, in some cases, library services are provided to the local habitants in
municipalities without public libraries beyond municipal borders, and, consequently, the promotion of
self-support settlement region framework can be effective to some extent toward the main issue on this
report.
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１．はじめに

平成の合併推進も10年余が経過し，市町村合併が相
当程度進捗したこと等から，平成22年３月末をもって
全国的な市町村合併に一区切りをつけることとされたと
ころである１。この結果，市町村合併に関する全国的な
動きは一応の収束を見たところであり，今後は，合併市
町村においては合併効果をより一層発揮しつつ，地域住
民に対する行政サービスを効果的・効率的に提供してい
くことが期待される。その一方，人口1万人未満の市町
村が全市町村数1,727のうち457（26.5％）を占めるなど
なお小規模町村が一定数存在しており，今後の人口減少
や少子高齢化，厳しい財政状況等の市町村を取り巻く環
境を考慮するならば，なお一層の市町村の行財政基盤の
強化が求められるところである。
ここで公立図書館２に目を転じると，平成の合併の進

行に伴い市町村数が大きく減少したことにより，特に町
村における公立図書館設置率が上昇することとなった。
市町村合併により図書館未設置状態が解消された地域に
おいて図書館サービスが適切に提供されているかどうか
については別途検証が必要であるが，より大きな当面の
課題としては，なお残る公立図書館未設置市町村に居住
する地域住民に対し，どのような形で図書館サービスへ
のアクセシビリティを確保するのか，ということである
ように思われる。先にも述べたような市町村を取り巻く
厳しい環境を踏まえると，公立図書館未設置の小規模町
村が今後単独で図書館を設置し，維持管理していくこと
には相当の困難を伴うことが予想される。しかしなが
ら，公立図書館未設置市町村に居住する地域住民に対し
ても図書館サービスが何らかの形で提供されることが望
ましいのは言うまでもない。
そこで本稿では，以上のような問題意識に立ち，平成

の合併後なお残る公立図書館未設置市町村に対し，図書
館サービスをどのような形で提供していくことが可能な
のかという点を主要論点として設定し，検討を行うこと
としたい。
その際の検討の視点として，定住自立圏構想に着目す

ることとしたい。定住自立圏構想は，平成の合併後の新
しい広域行政手法として，平成20年に打ち出されたも
のである。詳細は３で述べるが，この定住自立圏構想に
係る取組において，従来の枠組みにとらわれない新たな
広域施策が展開されつつあり，図書館サービスについて
も，市町村の境界を越えた一定の圏域内地域住民に対す
る行政サービスとして提供される動きが出現しつつあ

る。こうした現状を分析し，当該結果を定住自立圏構想
における今後の取組に活かすことができれば，上述の課
題に対する解の一つとなりうるのではないかと考えられ
る。

２．平成の合併と市町村立図書館の設置状況

2.1 平成の合併の状況

いわゆる平成の合併は，平成11年以来，基礎自治体
である市町村の行財政基盤を強化するため，全国的に推
進されてきたものである。この取組により，平成11年
３月31日現在で3,232団体あった市町村は，平成22年
３月31日には1,727団体となり，実に1,505団体の減，率
にして46.6％の減となった。
この10年余りの取組は，平成11年から平成17年まで

の市町村の合併の特例に関する法律（以下「合併旧法」
という。）に基づく取組，更に，平成17年から平成22年
３月末までの市町村の合併の特例等に関する法律（以下
「合併新法」という。）に基づく取組の概ね２つの時期に
分けられるが，前者が合併特例債や普通地方交付税の合
併算定替等の手厚い財政支援措置による一方，また，後
者が国，都道府県の積極的な関与によりそれぞれ進めら
れてきたという点で，合併推進に係るモメンタムをやや
異にしている。
しかしながら，この平成の合併と同時期に，国庫補助

負担金改革，税源移譲，地方交付税改革の３つの改革を
同時に進めるといういわゆる三位一体の改革等により厳
しい財政状況に直面した市町村は，手厚い財政支援措置
を受けることが可能な合併旧法下での合併を選択し，そ
の財政支援措置の期限である平成17年度までに大半の
合併が行われることとなったものである３。
この平成の市町村合併の状況を，都道府県別に市町村

数の内訳まで含めて示したものが表１である。
表１より市町村合併が大きく進んだ地域とそうでない

地域を見てみると，例えば，市町村の減少率が70%を越
えている都道府県は長崎県（73.4％），広島県（73.3％），
新潟県（73.2％），愛媛県（71.4％）の４県である一方，
減少率が20％を下回る都道府県は大阪府（2.3％），東京
都（2.5％），神奈川県（10.8％），北海道（15.6％），奈良
県（17.0％）の５都道府県となっている。
また，平成の合併期間で市町村数の内訳がどのように

変化したのかを見てみると，市が670から786と17.3％
増加しているのに対し，町は1,994から757と 62.0％の
減少，村も568から184と 67.6％の減少となっている。
総じて言えば，市町村合併の進捗には都道府県毎にば
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らつきが見られるとともに，今回の合併推進により，市
町村のうち，特に町と村の数が大きく減少したものと言
えよう。

2.2 市町村立図書館の設置状況

表２は，平成の合併期間でみた各都道府県別の市町村
立図書館の設置率である４。
平成11年４月１日時点と平成21年４月１日時点を比

較した場合，市立図書館設置率は96.9％から98.3％と微
増である一方，町村立図書館設置率は35.8％から53.1％
へと上昇している。
市町村合併の進展により，市町村の公立図書館設置率

は上昇しており，地域住民の公立図書館へのアクセシビ
リティは，一定程度向上しているものと期待される５。
しかしながら，その一方で，表２より明らかなよう

に，13の市，467の町村においては公立図書館が未設置
となっており，これら市町村内に居住する地域住民に対
し図書館サービスをどのように提供していくのかという
課題はなお残ることとなる。
こうした課題に対する一つのアプローチとしては，公

立図書館の新規設置が考えられる。しかしながら，市町
村を取り巻く厳しい財政状況等を踏まえると，新たに公
立図書館を設置・運営していくことには相当の困難を伴
うことも想定される。そこで考えられる別のアプローチ
が，既に公立図書館を設置している市町村から未設置市
町村に対し図書館サービスを自らの市町村界を越えて提
供してもらうという手法である。
このようなアプローチを具現化しうる一つのスキーム

が定住自立圏構想である６。定住自立圏構想とは，「人口
減少・少子高齢化社会において，すべての市町村がフル
セットの生活機能を整備することは困難になったという
認識のもと，中心市と周辺市町村が圏域を形成し，中心
市が圏域全体の暮らしに必要な都市機能を集約的に整備
し，周辺地域と連携・交流することにより，定住自立圏
を構築しようとするもの」（宇賀克也著，地方自治法概
説第３版p.60）である。
以下では，まず定住自立圏構想の概要を述べた上で，

当該構想に基づく取組がどのような形で上記の課題に対
応しうることとなるのか各市町村の具体的な事例に触れ
つつ，一定の分類・評価を行いながら，見ていくことと
したい。

３．定住自立圏構想について

3.1 定住自立圏構想検討の経緯

定住自立圏構想の検討のスタートは，福田内閣に遡
る。すなわち，平成19年末に，当時の福田内閣総理大
臣から増田総務大臣に対して検討の指示があり，これを
受け，「定住自立圏構想研究会」が総務省内に設置され
ることとなった。同研究会は，平成20年１月21日に第
１回会議を開催し，以後８回にわたる議論を経て，同年
５月15日に「定住自立圏構想研究会報告書－住みたい
まちで暮らせる日本を－」をとりまとめた。
その後，同年５月23日に開催された経済財政諮問会

議での議論を経て，同年６月27日に閣議決定された「経
済財政改革の基本方針2008」において，「中心市と周辺
市町村が協定により役割分担する「定住自立圏構想」の
実現に向け，地方都市と周辺地域を含む圏域ごとの生活
に必要な機能を確保し人口の流出を食い止める方策を，
各府省連携して講じる」とした上で，「定住自立圏構想
をプラットフォームとして，今年度から地方公共団体と
意見交換しながら具体的な圏域形成を進めるとともに，
各府省連携して支援措置等を講じる。」とされ，政府全
体で定住自立圏構想を実現するとの方針が決定されるこ
ととなった。
この方針決定を具体化するため，同年７月４日には

「地域力創造本部～定住自立圏構想の推進のために～」
が，また，同年11月には「定住自立圏の推進に関する
懇談会」が総務省内に設置され，各府省の担当者も交え
つつ，連携して同構想を展開していく基盤が整備される
こととなった。
そして，同年12月 26日に，「定住自立圏構想推進要

綱」（総行定第39号。以下「推進要綱」という。）が定
められたことにより，定住自立圏構想は制度実施を迎え
ることとなったものである。

3.2 定住自立圏構想の制度の概要

定住自立圏構想の具体的制度は，推進要綱に定められ
ている。以下では，当該要綱に基づき，その制度の概要
を定住自立圏形成の流れに沿って，述べることとした
い。
第一に，定住自立圏形成の手続きは，一定の要件を満

たす都市を中心市と位置づけ，当該中心市が中心市宣言
を行うことによって開始される。この宣言は，周辺にあ
る市町村と地域全体における人口定住のために連携しよ
うとする中心市が，圏域として必要な生活機能の確保に
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関して中心的な役割を担う意思を有することを表明する
行為である。
この中心市宣言を行うに当たって，中心市は，周辺に

ある市町村を含めた地域全体のマネジメント等におい
て，中心的な役割を担うとともに，当該市町村の住民に
対して積極的に各種サービスを提供していく意思等，一
定の事項を記載した中心市宣言書を作成し，公表するこ
ととされている。これにより，その地域の中心的な存在
と目される中心市が当該地域全体のことに関心を持ち，
中心市の住民に限らず圏域内の他市町村の住民にも積極
的に各種サービスを提供していく意思が明示されること
となる。
中心市の要件としては，①人口が５万人程度以上であ

ること（少なくとも４万人を越えていること。），②昼間
人口を夜間人口で除して得た数値（以下「昼夜間人口比
率」という。）が１以上であること，③当該市が所在す
る地域について，三大都市圏（国土利用計画（全国計画）
（平成20年７月４日閣議決定）に基づく埼玉県，千葉県，
東京都，神奈川県，岐阜県，愛知県，三重県，京都府，
大阪府，兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう）の区域
外であるか，三大都市圏の区域内に所在していても政令
指定都市や特別区に通勤・通学している者の割合が通
勤・通学者総数の10％未満であること，の３つを全て満
たすことが必要とされている。
ただし，これには，【A】２つの市による中心市の特例，

【B】広域的な市町村の合併を経た市に関する特例の２つ
の特例が用意されている。
【A】においては，上記②，③の要件をそれぞれ満たす
隣接する２つの市の人口の合計が４万人を越えるとき
は，当該２つの市を合わせて１つの中心市とみなすこと
ができるものとしている（複眼型）。
また，【B】においては，平成11年４月１日以降に行

われた市町村の合併を経た合併市について，上記要件①
を満たしていれば，仮に合併市の昼夜間人口比率が１を
越えていない場合であっても，合併前に合併関係市のう
ち人口が最大のものの昼夜間人口比率が１以上であれ
ば，人口に関する中心市要件を満たすものとされてい
る。更に，このような中心市のうち，広域的な市町村合
併を経たものとして一定の要件７を満たす市について
は，合併前の合併関係市のうち人口が最大のものの区域
を中心地域，その他の合併市町村の区域を周辺地域と
し，各々を中心市，周辺にある市町村とそれぞれみなし
て中心市宣言書の作成等を行うことができることとされ
ている（合併１市圏域型）。
次に，中心市宣言を行った中心市とその周辺にある市

町村とが，一対一で定住自立圏形成協定を議会の議決を
経た上で締結する。この定住自立圏形成協定は，中心市
とその周辺にある市町村が連携して人口定住のために必
要な生活機能を確保するという観点から，市町村の名称
や目的，基本方針，連携する具体的事項等が記載され
る。特に連携する具体的事項については，「集約とネッ
トワーク」の考え方を基本として，「生活機能の強化」，
「結びつきやネットワークの強化」，「圏域マネジメント
能力の強化」の３つの視点毎に，推進要綱に定められた
政策分野のうち少なくとも一以上について，連携する具
体的事項を規定するものとされている。中心市と周辺市
町村の一対一の関係で締結される個々の定住自立圏協定
が一つ一つ積み重なることによって，一定の圏域を対象
とする定住自立圏が顕在化することなる。ここで，協定
を締結できるとされている周辺市町村は，中心市と近接
し，経済，社会，文化又は住民生活等において密接な関
係を有する市町村であって，中心市に対する通勤・通学
割合が10％以上であること等の要素も考慮して，関係市
町村において，これに該当するかどうかを自主的に判断
するものとされている。
なお，定住自立圏形成協定は，中心市と，中心市が属

する都道府県と異なる都道府県に属する周辺市町村との
間で締結することができるとされている（県境型）。ま
た，異なる分野における役割分担を行うため，周辺市町
村が２以上の中心市と定住自立圏形成協定を締結するこ
とも可能とされている（圏域重複型）。更に合併１市圏
域型の場合には，中心市1市のみで，定住自立圏形成協
定に代えて，中心地域を中心市，周辺地域を周辺市町村
とみなして，議会の議決を経た上で，定住自立圏形成方
針を策定することができるとされている。
最後に，中心市において定住自立圏共生ビジョンが策

定される。定住自立圏共生ビジョンとは，中心市を含む
定住自立圏を対象として，定住自立圏及び市町村の名
称，定住自立圏の将来像，定住自立圏形成協定に基づき
推進する具体的取組，ビジョンの期間等を記載した一種
の事業計画である。特に，定住自立圏形成協定に基づき
推進する具体的取組については，具体的内容や実施スケ
ジュール等に加えて，関連する市町村の名称，根拠とす
る各定住自立圏形成協定等の規定を明確に記載するとと
もに，予算措置を伴うものにあっては総事業費や各年度
の事業費等の見込みも含めて記載するものとされ，相当
程度の具体性が要求されるものとなっている。
定住自立圏共生ビジョンの策定に当たっては，民間や

地域の関係者を構成員として中心市が開催する協議・懇
談の場（「圏域共生ビジョン懇談会」という。）における
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この類型は，更に二つの類型に細分化できる。その一
つが，公立図書館未設置の圏域内市町村に対して，中心
市等が図書館サービス提供の役割を担うという類型（Ⅰ

－ ）である。この類型に属するのは，２・南相馬市（福
島県），９・備前市（岡山県），15・高松市（香川県），19・
久留米市（福岡県），20・伊万里市（佐賀県），21・美濃
加茂市（岐阜県）の６市であるが，それぞれ，２・飯舘
村（福島県），９・上郡町（兵庫県），15・直島町（香川
県），19・大木町（福岡県），20・有田町（佐賀県），21・
坂祝町（岐阜県）という図書館未設置町村を圏域内に内
包している。このうち，15・高松市（香川県）について
は移動図書館の開設，２・南相馬市（福島県）について
は配本車の設置等にそれぞれ取り組んでいくことが定住
自立圏共生ビジョンに明記されているが，こうした取組
が着実に進展することとなれば，図書館未設置町村住民
の図書館サービスへのアクセシビリティは一定程度向上
するものと期待される。ここで，その他4市については
図書館の相互利用や広域利用等の取組が定住自立圏共生

ビジョンに記載されているところ，類型Ⅰ－ に属する
図書館未設置町村における図書室の設置状況を見たもの
が表３－①である。
同表によると，15・直島町（香川県）以外は既に図書

室が公民館等に設置され，図書館未設置町村ではあって
も当該町村内に居住する住民に一定程度のサービスを提
供しうる体制となっている。しかしながら，定住自立圏
共生ビジョンに相互利用や広域利用等の取組が明確に位
置づけられることにより，中心市による制度的なコミッ
トメントの下，より充実した図書館サービスの展開が可
能となるものと考えられる。
次に，もう一つの細類型は，中心市を含む圏域内の市

検討を経るとともに，各周辺市町村と関連する部分につ
いて個別に協議を行うものとされている。

3.3 定住自立圏構想の全国的取組状況

定住自立圏構想に係る全国的な取組状況は，平成22
年５月31日時点において，中心市宣言済みの市が53市
となっており，定住自立圏の圏域数は31圏域となって
いる。また，中心市宣言済みの53市のうち，定住自立
圏共生ビジョン策定済みの市が24市，定住自立圏形成
協定締結又は定住自立圏形成方針策定まで終えた市が９
市，中心市宣言のみ実施済みの市が20市となっている。

3.4 定住自立圏構想に係る取組下での図書館関連施策

の状況

ここで，定住自立圏共生ビジョン策定済みの中心市
24市に着目し，定住自立圏共生ビジョンにおいて図書館
関連施策が取り上げられているか，また取り上げられて
いる場合には，どのような施策の内容になっているのか
等について取りまとめたものが表３である。
この表３から，まず，図書館関連施策の有無により，

大きく二つの類型に分けることができる８。
第一の類型は，図書館関連施策が定住自立圏共生ビ

ジョンに計上されているタイプである。表３の通し番号
と中心市名を挙げれば，２・南相馬市（福島県），６・中
津市（大分県），９・備前市（岡山県），10・長岡市（新
潟県），11・彦根市（滋賀県），14・米子市（鳥取県），松
江市（島根県），15・高松市（香川県），19・久留米市（福
岡県），20・伊万里市（佐賀県），21・美濃加茂市（岐阜
県），23・西尾市（愛知県）の12市であり，合併１市圏
域型4市を除く中心市20市の６割に相当する。

表３－①　類型Ⅰ－ に属する図書館未設置町村
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１・飯田市（長野県），３・八戸市（青森県），４・都城
市（宮崎県），13・秩父市（埼玉県），16・鳥取市（鳥取
県），17・鹿屋市（鹿児島県），18・日向市（宮崎県），22・
延岡市（宮崎県）の８市であるが，この第二の類型につ
いても細分化が可能である。
細分化した場合の一つの類型は，中心市を含む圏域内

の市町村全てにおいて，既に公立図書館が設置されてい

るタイプ（Ⅱ－ ）である。上記８市では，４・都城市
（宮崎県）と16・鳥取市（鳥取県）の２市が該当する。こ
の類型については，既に公立図書館が圏域内の市町村全
てに設置されており，各市町村住民に対し一定の図書館
サービスを提供することが現状においても可能である。

しかしながら，類型Ⅰ－ に属する市町村において図書
館サービスの集約とネットワーク化が一層の進展を見る
こととなれば，当該市町村との比較で言えば，類型Ⅱ－

における図書館サービスは，劣位に置かれる可能性は

町村全てにおいて，既に公立図書館が設置されている類

型（Ⅰ－ ）である。この類型に属するのは，６・中津
市（大分県），10・長岡市（新潟県），11・彦根市（滋賀
県），14・米子市（鳥取県），松江市（島根県），23・西
尾市（愛知県）の６市である。これら中心市６市を含む
５圏域においては，既に公立図書館が圏域内の市町村全
てにおいて設置されている一方で，定住自立圏構想の趣
旨にかんがみ，圏域内の図書館ネットワーク構築等を積
極的に進めることにより，図書館サービスの集約とネッ
トワーク化を一層進めようとしている圏域と考えられ
る。特に，11・彦根市（滋賀県）などは拠点性確立のた
め拠点図書館の整備を検討するとしており，圏域内市町
村間で図書館サービスの役割分化が進むことも考えられ
る。
第二の類型は，図書館関連施策が定住自立圏共生ビ

ジョンに計上されていないタイプである。表３では，

表３－②　類型Ⅱ－ に属する図書館未設置町村
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否定できないものと考えられる。

第二の類型のもう一方の細類型（Ⅱ－ ）は，圏域内
に公立図書館未設置市町村が存在するにもかかわらず，
それら地域に対して中心市等により図書館サービスの提
供が行われないという類型である。１・飯田市（長野
県），３・八戸市（青森県），13・秩父市（埼玉県），17・
鹿屋市（鹿児島県），18・日向市（宮崎県），22・延岡市
（宮崎県）の６市がこの類型に該当するが，それぞれ，
１・阿智村（長野県），平谷村（長野県），売木村（長野
県），泰阜村（長野県），大鹿村（長野県），３・南部町
（青森県），階上町（青森県），新郷村（青森県），13・皆
野町（埼玉県），長瀞町（埼玉県），17・東串良町（鹿児
島県），錦江町（鹿児島県），肝付町（鹿児島県），18・諸
塚村（宮崎県），椎葉村（宮崎県），22・諸塚村（宮崎県），
椎葉村（宮崎県），日之影町（宮崎県），五ヶ瀬町（宮崎
県）という17の公立図書館未設置町村に対し，定住自
立圏共生ビジョンに基づく取組として，圏域内の他市町
村から図書館サービスが提供される予定無しという状況
になっている９。

ここで，Ⅰ－ と同様，類型Ⅱ－ に属する図書館未
設置町村の図書室の設置状況を見たものが表３－②であ
る。
同表によると，大半の図書館未設置町村において公民

館等に図書室が設置され，当該町村住民に一定程度の
サービスを提供しうる体制を構築しているところであ
る。しかしながら，1の平谷村（長野県），泰阜村（長野
県），大鹿村（長野県），3・新郷村（青森県）10について
は，表3－①の15・直島町（香川県）のケースと比較し
た場合，図書館サービスへのアクセスの容易性等の面で
劣位に置かれるものと考えられる。また，図書室が設置

されているその他13団体についても，類型Ⅰ－ との
比較で言えば，中心市を軸とした圏域内での一体的ネッ

トワーク構築の面での劣位性は否定できないものと考え
られる。
既に述べたように，定住自立圏共生ビジョンの基にな

る定住自立圏形成協定に連携する具体的事項が規定され
ることとなるが，当該協定に図書館サービスに係る連携
が必ず盛り込まなければならないというわけではない。

従って，類型Ⅱ－ についても定住自立圏構想の制度上
当然にあり得るものであるが，類型Ⅰ－ に属する公立
図書館未設置町村の一方の状況を考慮すると，今後改善
の必要性が無いかどうか，一定の検証が必要であるよう
に思われる。
ここで，中心市20市を類型毎に分類一覧した表４を

参考までに掲げておく。

４．まとめと今後の課題

本稿の主要論点は，平成の合併後なお残る公立図書館
未設置市町村に対し，図書館サービスをどのような形で
提供することが可能なのか，定住自立圏構想への取組と
いう視点から考察するというものであった。これについ
ては，定住自立圏構想に取り組む一部の公立図書館未設
置町村において，中心市との連携を進める中で，新たな
公立図書館の設置とは異なる手法で，自らの地域住民に
対して図書館サービスを提供・充実しようとしている事
例が見られた。更には，公立図書館設置済み市町村に
あっても，定住自立圏構想に取り組む市町村の一部に
は，同構想の趣旨にかんがみ，図書館サービスの集約と
ネットワーク化を一層進め，圏域内住民に対し，より充
実したサービス提供に努めようとしているものも見られ
たところである。定住自立圏構想自体，中心市の人口要
件等から全国的・普遍的な拡がりを想定した制度設計と
はなっておらず過度な効果を期待することは困難である

表４　中心市20市の分類一覧
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ものの，本稿の主要論点に対する一つの解として機能し
うる可能性が現行の取組事例の中からも示されたもので
あり，今後こうした取組がどこまで拡がっていくかが注
目される。
今後の課題としては，以下三点を挙げておきたい。
第一は，表３に掲げられた市町村のうち類型Ⅱに属す

る市町村について，今後の取組に改善の余地がないのか
どうかの検証である。類型Ⅱに属する市町村について
は，図書館サービスの確保・充実という視点で見る限
り，類型Ⅰに見られる取組を一定程度参考にしうる余地
があるのではないかと考えられる。定住自立圏構想は，
推進要綱において，定住自立圏形成協定の変更自体は議
会の議決で可能とされていることや，当該協定に基づく
定住自立圏共生ビジョンの期間はおおむね５年間，ま
た，当該ビジョンも毎年度所要の変更を行うこととされ
ている等の点からも明らかなように，相当に柔軟な制度
設計となっている。従って，中心市と周辺市町村の合意
が可能であれば，地域の将来像を見据えつつ新たな取組
に着手することは十分に可能であり，類型Ⅰに属する先
行した市町村の取組状況を検証しつつ，自らの圏域にお
いても，同様の取組に着手することが可能であるかどう
か等，一定の検討が行われることが望ましいのではない
かと考えられる。
第二に，定住自立圏共生ビジョンを今後策定すること

となる中心市における図書館関連施策の取扱である。表
３は既に定住自立圏共生ビジョン策定済みの中心市24
市（合併１市圏域型４市を含む。）を対象としたもので
あるが，今後，中心市宣言済みの残りの29市で，定住
自立圏共生ビジョンが同様に策定されることとなる。本
稿執筆時点において，残りの29市における定住自立圏
共生ビジョンに，図書館関連施策が盛り込まれることと
なるかどうかは不明であるが，先行した市町村の取組状
況も踏まえつつ，どのような取扱とすべきかについて，
予め所要の検討が行われることが望ましいのではないか
と考えられる。場合によっては，後年度の見直し等のタ
イミングで，改めて図書館関連施策に言及していくこと
も考えられるが，いずれにせよ，定住自立圏共生ビジョ
ン策定のタイミングを捉え，圏域毎に望ましい図書館
サービスの在り方に関する一定のコンセンサスを形成し
ておくことが望ましいのではないかと考えられる。
第三に，定住自立圏構想に係る取組にとどまらず，公

立図書館未設置市町村に居住する住民に対して，今後ど
のような形で図書館サービスを提供していくことが可能
であるのかについてのより幅広い検討である。平成の合
併を経てなお残る小規模な図書館未設置町村が，今後単

独で公立図書館を設置・運営していくには相当の困難を
伴うものと予想される。一方で，国においては，平成の
合併後を見据えつつ，共同処理方式による周辺市町村間
での広域連携や都道府県による補完など，市町村の事務
処理に係る多様な選択肢を用意するべく所要の取組を進
めているところである11。市町村を取り巻く環境やこの
ような国の動向等も踏まえるならば，例えば，公立図書
館未設置市町村間で一部事務組合等を設置の上，地域住
民に対し広域的に図書館サービスを提供していく等の取
組にも，今後検討の視野が広がっていく可能性があるの
ではないかと考えられる。

注

1. 第 174回通常国会において，「市町村の合併の特例
等に関する法律の一部を改正する法律」（平成22年
法律第10号）が成立し，これにより，合併推進の
ための国や都道府県による積極的関与が廃止される
こととなった。

2. 図書館法（昭和25年法律第118号）第2条2項にお
いて，「公立図書館」は「地方公共団体の設置する
図書館」とされているが，本稿では，特に断らない
限り市町村立の図書館を指すものとする。

3. 平成11年度～平成21年度までの全合併件数642件
のうち，その９割超である582件が平成17年度ま
でに行われている。

4. 平成の合併期間は平成11年3月31日から平成22年
3月31日とされているが，表2は，平成11年4月1
日時点と平成21年4月1日時点のデータに基づき作
成している。これは平成22年 4月 1日現在の統計
データが未だ存在しないためであるが，合併新法下
の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの
間に市町村合併によって減少する市町村数は 50
（1,777→ 1,727）に過ぎないことから，全体的傾向
に大きな変化は無いものと考えられる。同様に，合
併旧法下の平成11年 3月 31日時点から翌日4月 1
日時点で減少した市町村数は４（3,232→3,229）で
ある。

5. これは，公立図書館が地方自治法（昭和22年法律
第67号）第244条第１項の公の施設であることか
らも，法的にはそうあるべきものと解される。すな
わち，同項において，公の施設は，住民の福祉を増
進する目的をもってその利用に供するために設置さ
れる施設であるとされており，また，同条第2項に
おいて，正当な理由がない限り，住民が公の施設を
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利用することが拒まれることはないとされている。
更に，同法第10条第２項においては，住民が，そ
の属する普通地方公共団体の役務の提供をひとしく
受ける権利を有し，その負担を分担する義務を負う
とされていることから，こうした法的関係を踏まえ
れば，市町村内住民全てに図書館サービスが等しく
提供されるのがあるべき姿と考えられる。ただし，
現状がどのようなものであるかについては，別途検
証が必要である。

6. 従前の広域行政施策である広域市町村圏は，モータ
リゼーションの進展に伴う日常生活圏の拡大と，経
済の発展や都市化の進展に伴う住民の行政ニーズの
高度化に伴い展開されてきたものであり，定住自立
圏構想とはその趣旨・目的を異にしている。なお，
広域市町村圏は，原則としてすべての市町村がいず
れかの広域市町村圏に属するように各都道府県に
よって設定された圏域であったのに対して，定住自
立圏は，中心市と周辺市が自らの意思で協定を結ぶ
ことにより形成される圏域であるとされており，地
方分権時代における市町村の自主性が強調されてい
る。

7. この要件は，「広域的な市町村の合併を経た市に関
する特例の要件について」（平成21年４月１日付総
行応第40号）において，以下の３つのケースが示
されている。
①平成11年4月1日以降に行われた市町村合併の結
果，中心市に対する通勤・通学割合が10％以上で
ある市町村が存在しなくなったケース。

②合併を経た中心市の人口が10万人以上であるか，
合併関係市町村数が５以上であるという要件を
満たし，かつ，合併前の合併関係市で人口が最大
のものに対する通勤・通学者割合が10%以上で
あった市町村のうち，70%以上（市町村数又は人
口のいずれか）が現在の中心市に含まれている
ケース。

③定住自立圏形成協定を締結した宣言中心市及び
その周辺市町村がその後に合併を行ったケース。

8. 合併１市圏域型の４市については，既に合併して一
つの地方公共団体となっており，本稿の主要論点と
の関係において，その他の圏域構成市町村とは性質
を異にしていることから，以下の分析では除外して
いる。ちなみに，合併１市圏域型の４市について
は，５・下関市（山口県）は合併時に策定された新
市建設計画に図書館の施設整備等を計上，７・大館
市（秋田県）は合併期日に（旧）比内町に市立図書

館を設置，８・由利本荘市（秋田県）は同市の定住
自立圏共生ビジョンに図書館業務専用車両の確保等
による図書館機能の充実等を計上，12・薩摩川内市
（鹿児島県）は合併期日後の直近４月１日時点にお
いて旧町村地域全てに市立図書館分館を設置済み，
という状況となっており，図書館サービスの充実が
なされたか，又は，将来的に行われる予定となって
いる。

9. もちろん，公立図書館新設が計画されている等の可
能性はある。

10. 青森県では「青森県内図書館共通利用券」制度によ
り，新郷村に居住する住民であっても，例えば中心
市である八戸市の市立図書館を利用することは可能

である。類型Ⅱ－ に属する他の町村においても，
類似の取組が行われている可能性はある。

11. 第174回通常国会において，行政機関等の共同設置
を可能とすること等を目的とした「地方自治法の一
部を改正する法律案」が提出，審議されたが，国会
閉会のため，本稿執筆時点においては衆議院閉会中
審査となっている。
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表１　都道府県別の市町村合併実績

都道府県名
H11.3.31の H22.3.31の

減少率
市町村数

内訳
市町村数

内訳

市 町 キサ 市 町 ヰサ

1北海道 212 34 154 24 179 35 129 15 15.6% 
2青森県 67 8 34 25 40 10 22 8 40.3% 
3岩手県 59 13 30 16 34 13 16 5 42.4% 
4宮城県 71 10 59 2 35 13 21 50.7% 
5秋田県 69 9 50 10 25 13 9 3 63.8% 
6山形県 44 13 27 4 35 13 19 3 20.5% 
7福島県 90 10 52 28 59 13 31 15 34.4% 
8茨城県 85 20 48 17 44 32 10 2 48.2% 

9栃木県 49 12 35 2 27 14 13 。44.9% 
10 群馬県 70 11 33 26 35 12 15 8 50.0% 
11 埼玉県 92 43 38 11 64 40 23 30.4% 
12 千葉県 80 31 44 5 54 36 17 32.5% 
13 東京都 40 27 5 8 39 26 5 8 2.5% 
14 神奈川県 37 19 17 33 19 13 10.8% 
15 新潟県 112 20 57 35 30 20 6 4 73.2% 
16 富山県 35 9 18 8 15 10 4 57.1% 
17 石川県 41 8 27 6 19 10 9 。53.7% 
18 福井県 35 7 22 6 17 9 8 。51.4% 
19 山梨県 64 7 37 20 27 13 8 6 57.8% 
20 長野県 120 17 36 67 77 19 23 35 35.8% 
21 岐車県 99 14 55 30 42 21 19 2 57.6% 
22 静岡県 74 21 49 4 35 23 12 。52.7% 
23 愛知県 88 31 47 10 57 37 18 2 35.2% 
24 二重県 69 13 47 9 29 14 15 。58.0% 
25 滋賀県 50 7 42 19 13 6 。62.0% 
26 京都府 44 12 31 26 15 10 40.9% 
27 大阪府 44 33 10 43 33 9 2.3% 
28 兵庫県 91 21 70 。 41 29 12 。54.9% 
29 奈良県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0% 
30 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 40.0% 
31 鳥取県 39 4 31 4 19 4 14 51.3% 
32 島根県 59 8 41 10 21 8 12 64.4% 
33 岡山県 78 10 56 12 27 15 10 2 65.4% 
34 広島県 86 13 67 6 23 14 9 。73.3% 
35 山口県 56 14 37 5 19 13 6 。66.1% 
36 徳島県 50 4 38 8 24 8 15 52.0% 

37 香川県 43 5 38 。 17 8 9 。60.5% 
38 愛媛県 70 12 44 14 20 11 9 。71.4% 
39 高知県 53 9 25 19 34 11 17 6 35.8% 
40 福岡県 97 24 65 8 60 28 30 2 38.1% 
41 佐賀県 49 7 37 5 20 10 10 。59.2% 
42 長崎県 79 8 70 21 13 8 。73.4% 
43 熊本県 94 11 62 21 45 14 23 8 52.1% 
44 大分県 58 11 36 11 18 14 3 69.0% 
45 宮崎県 44 9 28 7 26 9 14 3 40.9% 
46 鹿児島県 96 14 73 9 43 19 20 4 55.2% 

47 沖縄県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6% 

3，232 670 1，994 568 1，727 786 757 184 46.6% 
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表２　都道府県別の市町村立図書館設置状況

(2) 

都道府県名
H11.4.1現在 H21.4.1現在

市 町村 図書館設置市 図書館設置町村 市設置半 町村設置率 市 町村 図書館設置市 図書館設置町村 市設置率 町村設置率

北海道 34 178 33 67 97.1% 37.6% 35 145 34 66 97.1% 45.5% 
青森県 8 59 7 17 87.5% 28.8% 10 30 8 14 80.0% 46.7% 
岩手県 13 46 13 24 100.0% 52.2% 13 22 13 14 100.0% 63.6% 
宮城県 10 61 10 10 100.0% 16.4% 13 23 13 81 100.0% 34.8% 
秋田県 9 60 9 21 100.0% 35.0% 13 12 13 51 100.0% 41.7% 
山形県 13 31 12 10 92.3% 32.3% 13 22 13 81 100.0% 36.4% 
福島県 10 80 10 18 100.0% 22.5% 13 46 13 15 100.0% 32.6% 
茨城県 20 65 17 19 85.0% 29.2% 32 12 31 6 96.9% 50.0% 
栃木県 12 37 11 25 91.7% 67.6% 14 16 13 11 92.9% 68.8% 
群馬県 11 59 11 24 100.0% 40.7% 12 26 12 10 100.0% 38.5% 
埼玉県 43 49 43 31 100.0% 63.3% 40 30 40 25 100.0% 83.3% 
千葉県 31 49 30 8 96.8% 16.3% 36 20 34 6 94.4% 30.0% 
東京都 27 13 27 81 100.0% 61.5% 26 13 26 81 100.0% 61.5% 
神奈川県 19 18 19 81 100.0% 44.4% 19 14 19 10 100.0% 71.4% 
新潟県 20 92 15 22 75.0% 23.9% 20 11 20 41 100.0% 36.4% 
富山県 9 26 9 26 100.0% 100.0% 10 5 10 51 100.0% 100.0% 
石川県 8 33 8 30 100.0% 90.9% 10 9 10 91 100.0% 100.0% 
福井県 7 28 7 21 100.0% 75.0% 9 8 9 81 100.0% 100.0% 
山梨県 7 57 7 23 100.0% 40.4% 13 15 13 71 100.0% 46.7% 
長野県 17 103 17 36 100.0% 35.0% 19 61 19 34 100.0% 55.7% 
岐阜県 14 85 14 27 100.0% 31.8% 21 21 21 13 100.0% 61.9% 
静岡県 21 53 21 28 100.0% 52.8% 23 14 23 12 100.0% 85.7% 
愛知県 31 57 31 24 100.0% 42.1% 35 26 34 16 97.1% 61.5% 
ニ重県 13 56 12 20 92.3% 35.7% 14 15 14 71 100.0% 46.7% 
滋賀県 7 43 7 24 100.0% 55.8% 13 13 13 10 100.0% 76.9% 
尽都府 12 32 12 11 100.0% 34.4% 15 11 15 51 100.0% 45.5% 
大阪府 33 11 32 4 97.0% 36.4% 33 10 32 4 97.0% 40.0九
兵庫県 22 66 22 21 100.0% 31.8% 29 12 28 9 96.6% 75.0% 
奈良県 10 37 10 12 100.0% 32.4% 12 27 12 12 100.0% 44.4% 
和歌山県 7 43 7 12 100.0% 27.9% 9 21 9 91 100.0% 42.9% 
鳥取県 4 35 4 10 100.0% 28.6% 4 15 4 14 100.0% 93.3% 

島根県 8 51 8 17 100.0% 33.3% 8 13 8 81 100.0% 61.5% 
岡山県 10 68 10 22 100.0% 32.4% 15 12 15 91 100.0% 75.0% 

広島県 13 73 13 21 100.0% 28.8% 14 9 14 81 100.0% 88.9% 
山口県 14 42 14 25 100.0% 59.5% 13 7 13 51 100.0% 71.4% 
徳島県 4 46 4 22 100.0% 47.8% 8 16 8 11 100.0% 68.8% 
香川県 5 38 5 14 100.0% 36.8% 8 9 8 41 100.0% 44.4% 
愛媛県 12 58 12 12 100.0% 20.7% 11 9 11 51 100.0% 55.6% 
高知県 9 44 9 15 100.0% 34.1% 11 23 11 10 100.0% 43.5% 
福岡県 24 73 22 25 91.7% 34.2% 28 38 26 23 92.9% 60.5% 
佐賀県 7 42 7 91 100.0% 21.4% 10 10 10 61 100.0% 60.0% 
長崎県 8 71 7 16 87.5% 22.5% 13 10 13 61 100.0% 60.0% 
熊本県 11 83 9 25 81.8% 30.1% 14 33 14 13 100.0% 39.4% 
大分県 11 47 11 91 100.0% 19.1 % 14 4 14 21 100.0% 50.0% 
宮崎県 9 35 9 61 100.0% 17.1 % 9 19 9 91 100.0% 47.4% 
鹿児島県 14 82 13 29 92.9% 35.4% 18 27 17 14 94.4% 51.9% 
沖縄県 10 43 10 91 100.0% 20.9% 11 30 11 11 100.0% 36.7% 

671 2.558 650 917 96.9% 35.8% 783 994 770 528 98.3% 53.1% 

※「日本の図書館統計と名簿1999J、「日本の図書館統計と名簿2009J(いずれも日本図書館協会編)より作成。
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小
千
谷
市
(
新
潟
県
・
1
)
、
見
附
市
(
新
潟
県
・

1
)
、
出
雲

通
常

型
長
岡
地
域
定
住
自
立
国
共
生
ピ
、
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

2
5
日

O
図

書
館

の
相

互
利

用
事

業
(

全
市

町
)

崎
町
(
新
潟
県
・

1
)

 



－42－

図書館情報メディア研究８ 2010年

愛
荘
町
(
滋
賀
県
・

2
)
、
豊
郷
町
(
滋
賀
県
・

1
)
、
甲
良
町

O
圏
域
内
の
多
様
な
図
書
館
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
事
業
(
全
市
町
)

11
 

彦
根
市
(
滋
賀
県
・

1
)

 
(
滋
賀
県
・
1
)
、
多
賀
町
(
滋
賀
県
・

1
)

 
通

常
型

湖
東
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
、
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

2
5
日

0
拠

点
図

書
館

整
備

検
討

事
業

(
彦

根
市

)

(
旧
)
樋
脇
町
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
(
旧
)
入
来
町
(
鹿
児
島

県・
0
)
、
(
旧
)
東
郷
町
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
(
旧
)
祁
答
院
町

合
併

1
市

圏
薩

摩
川

内
市

定
住

自
立

圏
共

生
ビ

ジ
ョ

12
 

薩
摩
川
内
市
(
鹿
児
島
県
・
(
旧
)
川
内
市
・

1
)

 
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
(
旧
)
里
村
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
(
旧
)
上

平
成

2
2
年

3
月

2
5
日

甑
村
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
下
甑
村
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
鹿
島

域
型

，、
ノ

村
(
鹿
児
島
県
・

0
)

13
 

秩
父
市
(
埼
玉
県
・

2
)

横
瀬
町
(
埼
玉
県
・

1
)
、
皆
野
町
(
埼
玉
県
・

0
)
、
長
瀞
町

通
常

型
ち
ち
ぶ
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

2
6
日

(
埼
玉
県
・

0
)
、
小
鹿
野
町
(
埼
玉
県
・

1
)

 

1
4
 

米
子
市
(
鳥
取
県
・

1
)
、
松
江
市
(
島
根
県
・

2
)

境
港
市
(
鳥
取
県
・
1
)
、
安
来
市
(
島
根
県
・

1
)
、
東
出
雲

複
眼

型
中
海
圏
域
定
住
自
立
国
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

3
0
日

0
圏

域
内

の
図

書
館

利
用

者
登

録
拡

充
事

業
(

全
市

町
)

町
(
島
根
県
・
1
)

土
庄
町
(
香
川
県
・
1
)
、
小
豆
島
町
(
香
川
県
・

1
)
、
三
木

瀬
戸

・
高

松
広

域
定

住
自

立
圏

共
生

ピ
15
 

高
松
市
(
香
川
県
・

5
)

町
(
香
川
県
・
1
)
、
直
島
町
(
香
川
県
・

0
)
、
綾
川
町
(
香
川

通
常

型
エ、ノ、
司ヨ、
ーノ

平
成

2
2
年

3
月

3
0
日

0
移
動
図
書
館
の
開
設
(
高
松
市
、
直
島
町
)

県
.1

)
 

16
 

鳥
取
市
(
鳥
取
県

.
3
)

岩
美
町
(
鳥
取
県
・
1
)
、
若
桜
町
(
鳥
取
県
・

1
)
、
智
頭
町

通
常

型
鳥
取
・
因
幡
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
、
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

31
日

(
鳥
取
県
・
1
)
、
八
頭
町
(
鳥
取
県
・

1
)

 

垂
水
市
(
鹿
児
島
県
・

1
)
、
志
布
志
市
(
鹿
児
島
県
・

6
)
、

17
 

鹿
屋
市
(
鹿
児
島
県
・

1
)

 
大
崎
町
(
鹿
児
島
県
・

1
)
、
東
串
良
町
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、

圏
域

重
複

型
大
隅
定
住
自
立
圏
共
生
ピ
、
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

3
月

31
日

錦
江
町
(
鹿
児
島
県
・

0
)
、
南
大
隅
町
(
鹿
児
島
県
・

2
)
、

肝
付
町
(
鹿
児
島
県
・

0
)

18
 

日
向
市
(
宮
崎
県
・

1
)

 
門
川
町
(
宮
崎
県
・
1
)
、
美
郷
町
(
宮
崎
県
・

2
)
、
諸
塚
村

通
常

型
日
向
圏
域
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

4
月

6
日

(
宮
崎
県
・

0
)
、
椎
葉
村
(
宮
崎
県
・

0
)

大
川
市
(
福
岡
県
・
1
)
、
小
郡
市
(
福
岡
県
・

1
)
、
う
き
は

久
留

米
広

域
定

住
自

立
圏

共
生

ビ
ジ

ョ
O
超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
J¥

ン
ド

の
活

用
に

よ
る

図
書

館
の

広
域

利
用

19
 

久
留
米
市
(
福
岡
県
・

6
)

市
(
福
岡
県
・

1
)
、
大
刀
洗
町
(
福
岡
県
・

1
)
、
大
木
町
(
福

通
常

型
平

成
2
2
年

4
月

21
日

(
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
基
盤
整
備
に
つ
い
て
久
留
米
市
、
大
力
洗
町
、

岡
県
・

0
)

，、
J

 

大
木

町
)

2
0
 

伊
万
里
市
(
佐
賀
県
・

1
)

 
有
田
町
(
佐
賀
県
・

0
)

通
常

型
伊

万
里

・
有

田
地

区
定

住
自

立
圏

共
生

平
成

2
2
年

4
月

2
3
日

0
図

書
館

の
圏

域
内

へ
の

開
放

(
両

市
町

)
ビ
ジ
ョ
ン

21
 

美
濃
加
茂
市
(
岐
車
県
・

2
)

坂
祝
町
(
岐
車
県
・

0
)

通
常

型
み
の
か
も
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

5
月

1
0
日

O
図

書
シ

ス
テ

ム
広

域
利

用
環

境
の

構
築

事
業

(
両

市
町

)

日
向
市
(
宮
崎
県
・
1
)
、
門
川
町
(
宮
崎
県
・

1
)
、
諸
塚
村

2
2
 

延
岡
市
(
宮
崎
県
・

2
)

(
宮
崎
県
・

0
)
、
椎
葉
村
(
宮
崎
県
・

0
)
、
美
郷
町
(
宮
崎

圏
域

重
複

型
宮
崎
県
北
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

平
成

2
2
年

5
月

1
0
日

県・
2
)
、
高
千
穂
町
(
宮
崎
県
・

1
)
、
日
之
影
町
(
宮
崎
県
・

0
)
、
五
ヶ
瀬
町
(
宮
崎
県
・

0
)
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2
3
 
I西

尾
市
(
愛
知
県
・

1
)

 

(
各
中
心
市
の
定
住
自
立
圏
構
想
関
連
H
P
よ
り
作
成
。
)

0
図
書
館
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
シ
ス
テ
ム
統
合
事
業
(
全
市
町
)

西
尾
幡
豆
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン

|
平
成

2
2
年

5
月

31
日

l 10
図
書
館
と
学
校
図
書
館
と
の
サ
ー
ビ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
事
業

(
全
市
町
)

※
合

併
1
市
圏
域
型
に
つ
い
て
は
中
心
市
名
と
と
も
に
「
中
心
地
域
』
と
な
る
旧
市
名
を
都
道
府
県
名
の
後
に
記
し
た
。
ま
た
、
合
併

1
市
圏
域
型
に
係
る
「
構
成
市
町
村
」
に
つ
い
て
は
、
周
辺
地
域
と
し
て
旧
町
村
名
を
記
し
た
。

※
『
市
町
村
立
図
書
館
数
」
は
、
平
成

2
1
年

4
月

1
日
現
在
。
た
だ
し
、
合
併

1
市
圏
域
型
に
つ
い
て
は
、
合
併
期
日
の
前
の
直
近

4
月

1
日
時
点
に
お
け
る
旧
市
町
村
単
位
で
の
市
町
村
立
図
書
館
数
。


